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研究成果の概要（和文）：観光地の振興のためには、認知、動機付け、訪問へと結びつける地域のブランド構築を図っ
ていく必要があるが、様々な主体が協力し合う広域観光エリアにおいて統一的なブランドを構築することは喫緊の課題
である。本研究では2008年から国によって認定されてきた観光圏を対象としてブランド構築のための体制や取り組み、
ならびに各観光圏に対するユーザーの認識を明らかにするとともに、海外事例について現地調査を行い、広域的な観光
地におけるブランド構築に向けた戦略について考察した。その結果、ブランド構築に向けて３段階で戦略を検討するこ
とや、広域エリア全体のマーケティングを適切に行う組織と仕組みの必要性などが示された。

研究成果の概要（英文）：For the promotion of tourist destinations, it is necessary to establish the 
regional brand to provide recognition of the area to customers, and to motivate them to visit there. 
However it is the urgent issue to establish the consistent regional brand of a wide-area destination that 
many actors involves in.
In this study, we revealed the organization and the approach to establish the regional brand on the 
Tourism zones that Japanese government had certified from 2008, and the recognition and the visit 
intention of customers. Moreover we researched about the case in foreign countries, and through these 
result we discussed about the brand-building strategy.
As the result, we found the importance of consideration of the strategy in three phases, and the 
necessity of organization which implements effective marketing program for whole area of the zone.

研究分野：観光計画・地域計画

キーワード： 観光圏　地域ブランド　広域連携　マーケティング
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１．研究開始当初の背景 
わが国では現在、国を挙げて観光振興への
取り組みが行われているが、2008 年５月には
観光地整備の目玉施策となる「観光圏整備
法」が制定された。これは２泊３日以上の滞
在が可能な「観光圏」の整備事業を推進する
ものであり、その手法として観光地相互や関
係者間の連携による魅力の創造による「観光
圏」のブランド形成が掲げられている。 
観光商品の購買行動において、商品の開発
（＝魅力的な観光地づくり）の実施とともに
重視されているのは、認知、動機付け、購買
行動へと結びつけるための戦略である。国際
的な誘致力を有する観光圏を実現するため
には、認知、動機付けに結びつく強力なブラ
ンド力を有することが必要である。しかし、
個々の地域において、特徴を活かした観光地
整備へと取り組んでいる自治体や地域の観
光関連組織などにとって、ライバルとも言え
る近隣観光地と連携し、統一的なブランドを
構築する取り組みを実施していくことは困
難であることが指摘されている 1)。諸外国に
おいてもこうした認識は強く、都市や地域の
イメージをどのように構築し、定着させてい
くかについての議論は様々に行われている
ことが先行研究で示されている 2)。 
前述した「観光圏整備事業」は、最初に認
定された地域の８割が３年目に「効果が出は
じめている」3)と評価されている中で、各観
光圏が目標として掲げる「観光客数」「消費
額」等の量的な増加は、厳しい経済状況など
や国際情勢を背景に短期間で成果を残すこ
とが難しい状況にある。 
以上より、個々の地域における滞在型観光
メニューの開発や、連携の推進がどのように
行われ、観光圏全体の「ブランド形成」に結
びついたかを明らかにし手法の体系化を行
うこと、ならびに諸外国での取り組みと比較
し、どのような課題や解決方策があるのかを
提言していくことが重要であると考える。 
 
２．研究の目的 
本研究では観光圏を対象に以下の３点を
明らかにすることを目的とする。 
(1) 広域観光地のブランド構築に向けた組
織・体制・取り組み内容を国内外の事例調
査を通じて明らかにする。 

(2) 観光圏整備事業で行われたブランドづく
りへの取り組みと、各観光圏に対するユー
ザーの認知（ブランド・イメージ）の現状
をアンケート調査に明らかにする。 

(3) 以上より、広域的な観光地におけるブラ
ンド構築に向けた戦略について考察する。 

 
３．研究の方法 
本研究は、以下の方法によって実施した。 

(1) 各観光圏の整備計画より、観光圏におけ
るブランドづくりならびに観光客誘致の
ために各地域が発信しようとしているイ
メージを明らかにする。また、事業評価の

資料より比較的実施の成果が見られたと
される地域について現地調査を行い、圏域
のブランドづくりや戦略について把握す
る。 

(2) ブランドづくりへの取り組みの先進地で
あるドイツ・シュバルツバルト地域やイギ
リス・湖水地方、イタリア・ボローニャを
対象に、体制ならびに仕組みづくりについ
て現地調査を元に把握する。 

(3) web アンケート調査により、観光圏の認
知、訪問希望、イメージとの合致度を明ら
かにする。 

 
４．研究成果 
(1)観光圏の概要と観光圏整備計画にみるイ
メージ 
観光圏の整備にあたり、地方自治体は「観
光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在
の促進を総合的かつ一体的にはかるための
計画（観光圏整備計画）」を作成し、観光圏・
滞在促進地区の区域、計画の目標、実施事業
および主体等について定めるとともに（法第
四条）、計画に即して観光圏整備事業を実施
するための計画（観光圏整備実施計画）を作
成（第七条）、国の認定を受けることで各種
支援制度を受けることが可能となる。国では
2008 年に定めた基本方針の下、2012 年まで
に全国 49 の地域の観光圏整備実施計画を認
定し事業実施を推進してきた。2012 年には基
本方針の見直しが行われ、観光圏の区域設定
の要件の変更や、地域のワンストップ窓口や
事業推進マネジメントを行う主体の明記が
行われたが、「観光地域ブランド」の確立を
目指すというゴールはより強調されたもの
となっている。前述の49の観光圏の中から、

表１ 現地調査の対象地 
徳島県・にし阿波観光圏 英・湖水地方および周辺

地域
調査期
間
2011年7月27日 2012年８月10日～12日

調査対
象地
徳島県三好市、美馬市、
つるぎ町、東みよし町

ウィンダミア、ケズウィッ
ク他

主な訪
問先
徳島県西部総合県民局、
一般社団法人そらの郷

湖水地方国立公園管理
局

独・シュバルツバルト地域 伊・ボローニャ
調査期
間
2013年８月７日～10日 2014年2月17日～19日

調査対
象地
バーデンバーデン、フライ
ブルク他

ボローニャ

主な訪
問先
Schwarzwald Tourismus
GmbH、Freiburg
Wirtschaft Touristik und
Messe GmbH & Co.KG、エ
ルツ・ジーモンズバルト谷
旅行会社

ボローニャ市観光局、ボ
ローニャ市立図書館、エ
ミリア・ロマーニャ州政府

表２ webアンケート調査の概要 
「観光圏」に関する一般消費者調査

調査対象 全国20歳以上69歳以下
（調査会社のモニター）

調査時期 2014年10月

回答者数 1600サンプル



no 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
1 ○ ○ ○
2 ○ ○
3 ○ ○ ○ ○ ○
4 ○ ○ ○
5 ○ ○ ○ ○
6 ○ ○ ○ ○ ○
7 ○
8 ○ ○ ○
9 ○ ○ ○ ○
10
11 ○ ○ ○
12 ○ ○
13 ○ ○ ○ ○ ○ ○
14 ○ ○
15 ○ ○ ○ ○ ○ ○
16 ○ ○ ○
17
18 ○ ○
19
20
21
22
23
24
25 ○ ○ ○
26 ○ ○ ○
27 ○
28 ○ ○ ○

資源・特徴キーワード

表５ 各観光圏の活用資源・特徴 

【資源・特徴キーワード】 
1.豊かな／独特の自然  2.特有の文化・歴史 
3.生活文化  4.風景  5.信仰 
6.食（美味しい、宝庫） 7.都会的楽しみ 
8.土産品・産品  9.温泉  10.魅力的な体験 
11.人の優しさ 

no コンセプト／キャッチフレーズ
1 都会派も、自然派も、ようこそ！
2 食は“函館・南北海道”に在り
～今だけ、ここだけの旅三昧・食三昧～
3 地球とのコミュニケーション　火山文化とアイヌ文化を世界に
4 さらなる未知へさそう旅
5 地域の自然と生活を体感させる　環境と共生した広域観光圏づくり
6 ～ようこそ！大自然のドリームランド北東北へ～
癒しのフルコース<湯・食・学>をあなたに！
7 ゆっくり滞在、伊達な時間(とき)を過ごす旅
8 温泉と健康、精神文化、二十四節気の食 「ココロとカラダが健康に
なる旅」
ココロに効く、カラダに効く、時速４km○ ○ ほにゃららの旅
9 日本海、山の神々、舟運、食を通じたおもてなし
10 変わらぬぬくもり、変わる楽しみ　～会津・米沢　千の旅回廊～
11 やさしさと自然の温もり　ふくしま観光圏
ここでは、あなたを優しくする風に出逢えます
12 あなたの空と大地　水戸ひたち観光圏
13 雪国の自然環境と文化の魅力を国内外にアピールし、観光客の来
訪および滞在促進をめざす雪国観光圏ブランドの確立
14 日本一のふるさと原風景と、長野オリンピック開催地でもある高原リ
ゾート性を活かしたふるさと回遊型・滞在型の「歩く旅」
善光寺発こころの旅路｢信越ふるさと回廊｣
15 「やさしさともてなしの心」を求めて、また来たくなる「能登の家」
能登はやさしや土までも、四季折々の感動半島
16 ４,000ｍの高低差！山・川・海をまるごと満喫する『水の旅』の提案
17 山岳観光・エコツーリズムの目的型・滞在型観光地
18 未知なる香りに誘われて、ちょっぴり感動の旅。
～ぐるっと浜名湖ツーリズム～
19 海へ山へ、そして温泉～海洋温泉ストーリー伊豆
20 “三方よし（水よし、里よし、人情よし）”のふる里づくり
21 歴史や伝説に彩られた日本の原風景の中で過ごす心豊かな時間
の創造
22 せとうちアートの創造
23 四万十の恵みと黒潮のかおりを体感する、でっかい探検フィールド
“はた”
24 海からはじまる西★遊記～ 島・海・ひとが紡ぎだす、ぐるり西海 悠・
時間～
25 あらゆる自然の恵みがここにある　ここにしかない歴史と風土がある
「五感と自分に響く旅 雲仙天草」
26 風と歩く光に逢う彩に酔う　阿蘇くじゅう　時遊空間
27 デジタルな自分をリセット　アナログ体験のススメ
28 別府・宇佐・中津・国東半島の千年の歴史を体感する旅

表４ 各観光圏のｺﾝｾﾌﾟﾄ／ｷｬｯﾁﾌﾚｰｽﾞ 

観光圏整備計画において「ブランド戦略」や
観光地づくりの「コンセプト／キャッチフレ
ーズ」が示されているものを抽出すると、表
３に示す 28 の観光圏に絞られた。各観光圏
のコンセプト／キャッチフレーズは表４の

通りである。さらに、整備計画よりコンセプ
ト／キャッチフレーズの具体化のために活
かそうとしている「資源、特徴」を読み取り
整理すると、「豊かな／独特の自然」「特有の
文化・歴史」など 11 のキーワードに整理で
きた（表５、11 の項目すべてが空欄のものは、
整備計画中に活用すべき資源・特徴について
の記載がみられないもの）。これらは、各観
光圏がブランドづくりに活かそうとしてい
る各地の自己認識（ブランド・アイデンティ
ティ）と捉えられる。 
2008 年に認定を受けた徳島県内の「にし阿
波観光圏」において、テーマの設定の経緯や
推進方についてヒアリング調査を行った。当
地では平成の大合併等を契機に県の西部を
管轄する西部総合県民局が 2006 年に発足し
たが、同じ頃に剣山周辺エリアの観光振興に
向けて県ならびに圏域内の２市２町が相互
協力してキャンペーン等を実施していたこ
とから、観光圏整備に向けた連携は民間の参
加も含めて比較的スムーズに行われた。当初、
エリア全体に共通する特徴として「山村集落
の原風景」「田舎の風景」「歴史・伝統文化」
「体験交流」などを抽出し、「日本の原風景・
ほんものの田舎」をテーマとしたが、他エリ
アとの差別化や直接的な訴求力は十分であ
るとは言い難い。ブランドを担う地域資源と
しては「秘境祖谷」「平家伝説」「妖怪」「う
だつの町並み」などがあり、それぞれの地域
でNPO等の各種団体がイメージづくりや発信

表３ 分析対象の観光圏名と認定年 
no 観光圏名 認定年
1 さっぽろ広域 2009
2 はこだて 2010
3 北海道登別洞爺広域 2011
4 知床 2009
5 新たな青森の旅・十和田湖広域 2009
6 盛岡・八幡平広域 2011
7 伊達な広域 2008
8 めでためでた♪花のやまがた 2010
9 日本海きらきら羽越 2009
10 会津・米沢地域 2008
11 やさしさと自然の温もり ふくしま 2008
12 あなたの空と大地　水戸ひたち 2008
13 雪国 2008
14 信越 2012
15 能登半島 2009
16 富山湾・黒部峡谷・越中にいかわ 2009
17 立山黒部アルペンルート広域 2010
18 浜名湖 2009
19 伊豆 2010
20 びわ湖・近江路 2009
21 にし阿波 2008
22 香川せとうちアート 2010
23 四万十・足摺エリア 2009
24 平戸・佐世保・西海ロングステイ 2009
25 雲仙天草 2009
26 阿蘇くじゅう 2008
27 新東九州 2008
28 豊の国千年ロマン 2010



を行っている。滞在促進地域である「大歩
危・祖谷地域」のブランディングと合わせ、
各地区のサブテーマをどのように地域全体
のブランドにつなげていくかが課題として
認識されていることが分かった。 
(2)海外における広域観光エリアのマネジメ
ントの実状 
①イギリス・湖水地方 
 湖水地方はイングランド北西部、カンブリ
ア・カウンティの中心部に位置し、４つのデ
ィストリクトにまたがる。氷河時代の痕跡を
示す多くの湖や池が特徴的な景観をなして
おり、現在年間約 1500 万人（2013 年）の入
り込み客を数えるイギリスを代表する観光
地の一つである。1951 年にはピークディスト
リクトとともにイギリス初の国立公園に指
定されているが、ナショナル・トラストの活
動とともに環境保護活動の先進的な事例と
しても知られている。 
本地域を広域的にマネジメントしている
組織としては、カンブリア・カウンティ全体
のマーケティングを実施しているカンブリ
ア・ツーリズム（CT）と、国立公園を管理す
る湖水地方国立公園管理局（LDNPA）とがあ
げられる。 
CT は 1972 年に設立された非営利組織で、
カウンティやディストリクトの議員、国立公
園管理局、地方の企業組合の代表者が執行委
員を勤めており、また 2600 もの観光関連企
業が会員となっているなど、官民のパートナ
ーシップの元で運営されている。主な事業は
マーケティング、観光サービスや観光客への
対応である。地域内で実際に観光案内にあた
るインフォメーションセンターは、民間によ
って売店や施設と併設の形で運営していた
り、コミュニティ組織（タウン、パリッシュ）
によって設置されているものが多く、CTはこ
れらの情報をとりまとめて提供している。 
2011 年からはカンブリア・カウンティ議会
や LDNPA との共同で、車利用による環境や地
域社会への影響を減じることを目的とする
交通対策事業 Go Lakes Travel programme を
実施している。バスやボート、電気自動車や
自転車などの他交通手段を拡充しシフトを
促すだけでなく、それらの利用によってより
豊かでくつろげる旅行経験に結びつくとい
うことをマーケティングならびにプロモー
ション活動の中で広めることにも努めてお
り、関係者らによる統合的なキャンペーンを
実施している。 
LDNPA は国立公園の管理を行う独立したオ
ーソリティであり、湖水地方のカウンティ、
ディストリクトの代表者や中央政府から選
任されたメンバーにより構成される合議制
の機関となっている。地域内では３ヶ所のイ
ンフォメーションセンターならびにブロッ
クホールのビジターセンター、コニストン湖
のボートハウスを運営している。ビジターセ
ンターは歴史的建造物を活かしたもので、イ
ンフォメーション施設やカフェの他、敷地内

にはピクニックサイトや樹上のアスレチッ
クなど幅広い世代が楽しめるアクティビテ
ィを備えている。LDNPA の年間予算は５割強
が国から、２割がカウンティや宝くじ基金等
からの補助金や交付金であるが、上記のよう
な利用者サービスの実施により、資産の売却
と合わせて３割が自己収入となっている。 
②ドイツ・シュバルツバルト地域 
シュバルツバルト（黒い森）地域はドイツ
の南西バーデン・ヴュルテンベルク州に属し、
南北約 160 ㎞、東西 60～90 ㎞に広がる緩や
かな山岳地帯である。ローマ時代より温泉休
養地として知られ、19 世紀には上流階級の保
養地となるが、20 世紀に入るとスキー観光や
農村観光といった形態の普及に伴い家族連
れを中心とする大衆観光地として発展した。
80 年代に入ってから国外の安価な観光地と
の競合などから来訪客が減少するが、後述の
ような地域ブランドづくりへの取り組みを
経て 2000 年以降来訪客数は増加に転じ、現
在年間約 750 万人（2012 年）の入り込み客を
数える。特に外国人客数の増加が著しく、国
外からの誘客に成功している地域と言える。 
本地域には４つの主要な都市をはじめと
する 320 もの自治体が含まれており、さらに
南北の２つの国立公園を有している。来訪客
数の減少を受けて、広大なエリアや多数の観
光イメージを一体的に広報する必要性が高
まり、2002 年にシュバルツバルト地域全体の
マーケティングを行う有限会社（STG）が設
立された。STG では様々なテーマの中から４
つに絞ってコンセプトを設定、また地域内の
ごく一部の集落でのみ着用されている帽子
が絵画や映画を通じて広く知られているこ
とから、これをシンボルマークとするなど、
地域を一体的にプロモーションするための
分かりやすく明快なイメージ戦略を作り上
げた。また、地域内の複数の施設で割引利用
が受けられるカードや、宿泊客に地域内の公
共交通機関が無料で利用可能となるカード
の発行といった事業を通じて、広い地域全体
をカバーするブランドの構築を図っている。 
また、こうした広域的な観光推進組織と、
都市や小規模自治体の共同組織との間では、
密接な協力関係とともに明確な役割分担も
行われている。例えば、先進的な環境保護政
策で名高いフライブルク市は、環境に配慮し
た施設をアピールするなど都市の特徴を活
かした魅力を前面に出しつつ、STG と連携し
ながらシュバルツバルトの玄関口としての
拠点の役割を果たしている。さらに、フライ
ブルク市の北東に位置する谷間の６つの小
規模自治体（Biederbach、 Elzach、Gutach im 
Breisgau、Simonswald 、Waldkirch 、Winden 
im Elztal）では協力してマネジメントを行
うために、共同出資の会社を設立したが、「２
つの谷」の意を持つネーミング、谷の形状を
モチーフとするシンボルマークの元でプロ
モーションを実施している。さらに、STG も
テーマとして掲げるハイキングは本地域に



とっても主要なテーマの一つであり、国立公
園の組織などとも連携を深めながら質向上
やサービス改善に力を入れている。 
③イタリア・ボローニャ 
イタリアでは、グローバリゼーションの進
展にともなう国際的な観光市場競争の激化
に伴いインバウンド政策の刷新が求められ
るようになるとともに、地方分権化を促進す
る機運の高まりを背景に、2001 年に成立した
観光基本法において「地域観光システム
（sistemi turistici locali）」という広域
観光の政策区域が新たに定められた。地域観
光システムは「文化財、環境財並びに農業及
び地域的手工業による特産品等の観光的魅
力の一体的な供給若しくは単独の又は結合
した観光企業の広がりによって特徴づけら
れ、異なった州に属する領域も含む同質の又
は一体的な観光地の範囲」として定められ、
新たな観光開発モデルを革新していくため、
自然・文化・食・工芸といった多様な地域の
アクターのネットワーク化を促進すること
を目的としている。エミリア・ボローニャ州
のボローニャ市では、州政府や地方自治体、
民間企業や旅行会社、商工会議所や高等教育
機関等によって組織化されている地域観光
システムへの取り組みが始まっており、50 近
くの地方自治体がすでに加入している。民間
と公共の両セクター間のシナジーを高め、
「ボローニャ」という地域ブランドを確立し、
観光客への訴求力を高めることを目的とし
ているが、このような地域観光システムはま
だ運用がはじまったばかりで、その効果や課
題については今後明らかにしていく予定と
のことである。 
(3)各観光圏に帯するユーザーの認識 
表３に示す 28 の観光圏についてマーケッ
トの認識や訪問意向を明らかにするために、
web アンケート調査を実施した。質問項目は
観光エリア／観光地としての認知、来訪経験、
来訪希望、ならびにコンセプト／イメージの
合致度、資源・特徴キーワードの想起等であ
る。 
各観光圏を認知しているサンプルに限定
し、訪問意向（「行ってみたい」「やや行って
みたい」の合計の比率）とコンセプト合致度
（「合っている」「やや合っている」の合計の
比率）を示したものが図１である。両変数の
相関係数は 0.75 となり、正の相関が認めら
れる。 
訪問意向、コンセプト合致度ともに最も高
いのは「はこだて」であるが、コンセプトと
して「食」を押し出し、また資源・特徴キー
ワード想起においても「食」が 60.3％と突出
していることから、当地についてはユーザー
のイメージとブランド・コンセプトが合致し
ていると言える。「さっぽろ」「登別洞爺」「知
床」は訪問意向は高いもののコンセプト合致
度は近似線より下方にあるが、これらのやや
抽象的なコンセプト（ex.知床「さらなる未
知へさそう旅」）はユーザーの認識とあまり

合致しておらず、より誘客に結びつけるため
にはコンセプトの見直しが望ましいと言え
る。一方、近似線の上方にある「にいかわ」
「四万十・足摺」「伊豆」については、コン
セプトの合致度の高さが訪問意向に十分結
びついているとは言えない。これらは具体性
をもったコンセプト（ex.にいかわ「山・川・
海をまるごと満喫する『水の旅』」）でユーザ
ーイメージとは合致しているが、誘客に結び
ついていないことから、ブランド構築に結び
つけるための資源・特徴の見直しが必要と考
えられる。 
一方、訪問意向、コンセプト合致度ともに
低い観光圏としては「水戸ひたち」「浜名湖」
「やまがた」「にし阿波」「雪国」「ふくしま」
といった地域が挙げられるが、いずれも抽象
的なコンセプトであることが指摘できる（ex.
水戸「あなたと空と大地」、浜名湖「未知な
る香りに誘われて」）。「にし阿波」では(1)で
述べた通りテーマの訴求力の弱さを地域側
も自覚はしているが、これらの地域では他よ
り優位となる特徴・資源は何であるか、また
それらが明確にコンセプトに示されている
かについて、全体的に見直す必要があろう。 
表５の資源・特徴キーワードについて、各
観光圏の特徴として想起されるものを選択
してもらったところ、前述の「はこだて」の
「食」（60.3％）、「さっぽろ」の「食」（52.7％）、
「知床」の「豊かな／独特の自然」（62.1％）
と「風景」（58.6％）がそれぞれ突出してお
り、イメージとして定着していると考えられ
る。この他、「立山黒部」「阿蘇くじゅう」「青
森・十和田湖」はいずれも「自然」「風景」
が高く、それぞれの特有の自然や風景がイメ
ージされていると言えよう。 
各観光圏が基本方針等で示しているキー
ワードとユーザーの認識を対応させると、
「さっぽろ」の「食」「都会的な楽しみ」、「は
こだて」の「食」「土産品・特産品」、「登別
洞爺」の「自然」「温泉」などは両者が合致
している。これら観光圏は訪問意向も高い。
この他、「伊達な広域」の「特有の文化・歴

図１ 各観光圏の訪問意向×コンセプト合致度 



史」、「ふくしま」の「人の優しさ」、「にいか
わ」および「阿蘇くじゅう」の「自然」、「能
登半島」「浜名湖」の「食」なども比較的高
いが、これらは訪問意向がそれほど高くない
ことから、コンセプトそのものの点検が必要
と考えられる。 
一方、方向性として打ち出していながらユ
ーザーの反応が相対的に低かったものとし
ては、「青森・十和田」の「文化・歴史」、「日
本海羽越」の「文化・歴史」「体験」、「ふく
しま」の「風景」、「水戸ひたち」の「自然」、
「雲仙」の「生活文化」などが挙げられる。
これらについてはコンセプトの見直しもさ
ることながら、各地域の資源の再点検を行う
ことが必要であろう。 
(4)まとめ 
本研究の成果として、以下の２点が挙げら
れる。 
①観光地のブランド構築に向けて、1)他とは
差別化が可能な優位性を有する魅力は何
か、2)その優位性をコンセプトとして明確
に示しているか、3)マーケットにそのコン
セプトが正しく伝わっているか、の３段階
に分けて戦略を検討していく必要がある。
広域連携によって観光地の魅力向上を図
ろうとしている中で、現状としては差別化
が可能な魅力を抽出、明確に示すというこ
とが行えていない観光圏が多いことが指
摘できる。また、もっぱら公的な立場に近
い組織が中心となって観光地域のマネジ
メントを行っている中、マーケットへの情
報伝達力も高いとは言えず、今後はますま
すマーケティングに基づくより効果的な
運営手法が求められていくことになろう。 
②またわが国では観光地における地域づく
りと誘客のためのプロモーションとが同
じ文脈の中で立案・実施されることが多く、
観光客に向けて十分な訴求力を持つとは
言えないまま展開されていることが見受
けられる。海外事例からは広域圏内の各地
区において、地域の特性を活かしながら観
光地としての質を高めようとする地域づ
くりが行われている一方、各関係主体を緩
やかに結びつけ調整を行いながら、圏域全
体を覆う傘ブランドを戦略的に設定し、徹
底的なマーケティングの元でブランド構
築に結びつけているマネジメント主体の
存在が明らかになった。その中ではマーケ
ットへのプロモーションは地域づくりと
必ずしも完全に一致してはおらず、より効
果的と考えられる戦略、ならびに実施体制
がとられていると考えられる。わが国にお
いても広域的なブランドづくりに向けて、
マーケティング戦略を適切に展開できる
組織と仕組みを構築し、地区内の関係主体
と役割分担を行いながら効果的な戦略を
実施していくことが必要と考えられる。 
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